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研究成果の概要（和文）： 
(1) オーストラリアとニュージーランドに進出している日系企業の経営成果に対しては、現地

への派遣社員、進出している企業の業種、営業年数、所有形態が影響しており、特にオー
ストラリアでは顕著である。 

(2) マレーシアへの日系製造業子会社の収益性には、子会社の営業年数、親会社の従業員一人
当たり売上高、売上高利益率が正の影響を与えている。日系のサービス業企業では営業年数
のみが影響している。 

研究成果の概要（英文）： 
(1) The performance of Japanese manufacturing subsidiaries in Australia and New 

Zealand are influenced by their staffing policies, experience, industry and the type of 
ownership, especially, in Australia. 

(2) The performance of Japanese manufacturing subsidiaries in Malaysia are influenced 
positively by operating years, sales of parent companies per employee, net profit 
divided by sales ratio. Only operating years influence the performance of Japanese 
service subsidiaries.  
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１．研究開始当初の背景 
  日本の企業が海外へ進出して経営活動
を行い、それにより収益を上げ配当を支払
っており、その金額は年々増加傾向にある。
この海外進出には現地企業等との企業合
弁による進出、買収による進出、１００％

子会社の設立による進出が考えられる。こ
の進出形態による経営成果への効果の相
違は進出する企業にとっては重要な意思
決定問題である。 

また、進出企業は、現地企業に比較して
言語、経営風土・習慣、法規制、流通シス
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テム等で不利であるにも関わらず進出す
るのは、それらの不利さを補って十分な企
業の持つ優位性があると考えられる。その
優位性は、企業の製品開発力、信用力、マ
ーケティング力等にある。そこで、企業の
収益性に与える影響を決定する要因につ
いての研究が重要になる。 

 
２．研究の目的 

国際企業合弁、買収、完全子会社の収益
性についての実証的研究では、できるだけ
長期の財務データを使い日本企業による
北米、中南米、欧州、アジア、豪州での長
期の企業合弁、完全子会社の収益性を分析
することを目的とする。海外進出企業の業
績への親会社の規模、Ｒ＆Ｄ比率、合弁の
所有比率、海外進出経験、期間、立地の影
響について分析する。さらに、子会社が現
地企業と複数の日本側の親会社により所
有されている場合には、日本側の親会社同
士の関係が同じ企業集団に属する企業か
どうかも考慮し、その業種等についても分
析する。また、海外の企業が日本への子会
社を所有する場合も前述と同様な分析を
して国際的な企業特性の収益性に対する
影響を調べる。 

 
３．研究の方法 
(1) 企業の優位性は、ダニングの OLI パラダ

イムでの３つの優位性を分析する。それ
らは、企業が所有している製品や技術等
の特定の具体的な優位性である所有の優
位性、国、地域による立地上の優位性、
外部化でなく内部取引による優位性であ
る内部化の優位性の３つである。 

(2) 我が国企業の海外進出先として、北米、
欧州のみならず、東南アジアや豪州等の
従来の研究があまり実施されていない国
を分析対象とした。 

(3) 海外企業の我が国への直接投資の経営
成果についても同様の研究を実施する。 

 
４．研究成果 

(1) 東洋経済新報社の海外進出企業総覧から

オーストラリア、ニュージーランドへ進出

している日系企業の2003-2008年のデータ

より、ロジット回帰分析により所有比率に

よる進出形態と従業員の国籍について分析

した。日系多国籍企業は、人事政策、営業

年数、業種、所有形態を経営成果に強い影

響を与える手段として利用していることが

わかった。また、オーストラリアとニュー

ジーランドの2カ国間では子会社の経営に

有意な差があることも指摘できた。経営成

果と業種、日本からの派遣社員の存在、所

有形態の間の関係はオーストラリアでは顕

著であった。 

(2) マレーシアにおける製造業での日系子会

社124社の収益性に統計的に有意な正の影

響を与える変数として、子会社の営業年数

、親会社の従業員一人当たりの売上高、親

会社の売上高純利益率が指摘できた。しか

しながら、親会社のROEは有意ではなく、

親会社の海外売上高、親会社の売上高研究

・開発費比率は負の値で統計的に有意な差

がある。親会社の海外売上高の増加すなわ

ち輸出は、子会社の売上高を相殺すること

になり、それにより子会社の収益性が低下

すると考えられる。親会社の売上高研究・

開発費比率の上昇は親会社の費用負担が

子会社の収益性に負の影響をもたらして

いると判断される。また、サービス産業に

おける日系子会社の収益性は、子会社の営

業年数のみが統計的に有意な結果となっ

ている。 

(3) 日本への多国籍企業の進出については東

洋経済新報社の在日外資系企業総覧のデ

ータベースより293の子会社のデータを分

析した。製造業かサービス業かというロジ

ット分析より、製造業子会社は合弁形態の

志向が高いが、サービス業では完全子会社

として、より進出していることが分かる。

また、製造業の方が、より多く外国人の経

営者であり、より売上高が大きいが、資産

額では逆転している。資産の成長率を目的

変数として、売上高成長率の高い企業ほど

資産成長率が高いこと、受け入れ国での営

業経験の長い企業ほど、資産の成長率が高

いことを指摘できた。さらに、資産成長率

を目的変数とした回帰分析より、子会社の

売上高成長率、親会社の売上高成長率の高

い企業ほど高くなるが、外国人従業員の数

は少ないほど子会社の資産成長率が高く

なることも分析されている。 
 
(4)海外投資の受け入れ国での経験が国際合

弁企業の収益性への影響に与える影響を

1985-2000年の日本における国際合弁の

データ利用により分析している。投資国

での経営経験は新規参入の不利な条件や

異文化協働での不都合さを減少させるこ

とにより、経営成果を向上させるという

利点があると考えられる。しかしながら

、経験から学習することの困難さゆえに

、受け入れ国での経営経験が何時も貢献

するとは限らず、経験の累積の仕方によ

り逆に害することもある事を分析でき、

国際合弁での経験の過大評価はすべきで

ないことが指摘できた。 
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